
バングラデシュ
バングラデシュ人民共和国

面　積　　約14万km2

人　口　　 1億5580万人（2014年央推計）

首　都　　ダカ

言　語　　ベンガル語，英語

宗　教　　イスラーム教，ほかにヒンドゥー教，仏教，キリスト教

政　体　　共和制

元　首　　Md. アブドゥル・ハミド大統領

通　貨　　タカ（ 1米ドル＝77.72タカ，2013/14年度平均レート）

会計年度　 7月～ 6月

�� �

���

�� �

������

����

ブータン
ネ
パ
ー
ル

ミ
ャ
ン
マ
ー

ブラ
フマ
プト
ラ川

����

��

���

��
���

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�

������
����

����

����
��

�����

�����

イ

イ ン ド

ン

ド

�

�

�

�
�

�
�
�
�

�����

�
�
�
�

�����

�������

��������

�������

�������

�������

��
�
�
�



512

総選挙後は行き詰まる野党に与党の独走

金
かな

澤
ざわ
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ま

実
み

概　　況
　2014年のバングラデシュは，「選挙」によって政権の座を維持したアワミ連盟
（Awami League：AL）のハシナ政権が，その正当性に疑問を持たれながらも着々
と既成事実を積み上げた 1年であった。前年から続くバングラデシュ民族主義党
（Bangladesh Nationalist Party：BNP）ら野党による選挙ボイコットの掛け声と暴力，
交通封鎖の実施で幕を開けた2014年の 1月 5日に第10次総選挙が実施された。野
党不在の選挙によって ALは議席の 3分の 2以上を手にし，ハシナ政権は内政・
外交ともに積極的な政権運営を進めた。一方，幹部の多くが総選挙での暴力行為
に関連して訴えられている BNPは，党内の対立もありハシナ政権を揺るがすよ
うな反撃にでることができなかった。国内は一応の安定をみせ，ハシナ政権は圧
倒的な議席を背景に政府の権限を強化する法案を次々に成立させた。独立戦争戦
犯裁判では，最高裁へ上訴していた 2人の被告と国際法廷の 6人の被告に判決が
出された。その一方で，拘留中の被告 3人が，病気や高齢のために死亡し，独立
戦争から43年の時の流れを感じさせた。
　2014年はまた，東南アジアと南アジアの接点に位置するというバングラデシュ
のアジアにおける地政学的な重要性が改めて認識された年でもあった。全方位外
交を掲げるハシナ首相は域内の大国である中国，日本，インドと良好な関係を維
持し首相および閣僚の往来を行った。その成果として中国と日本からは多額の支
援を引き出し，インドとは長年の懸案事項を解決，または解決に向けて確かな動
きがあった。

2014年のバングラデシュ
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国 内 政 治

第10次国民議会選挙
　野党 BNPの求める非政党中立選挙内閣制度下での総選挙実施を拒否したハシ
ナ政権は， 1月 5日，野党が「公正な選挙が保障されていない」として選挙をボ
イコットするなかで第10次総選挙を実施し，政府が全国に派遣した 5万人規模の
兵士が監視するなか，投票が行われた。国内各地で行われた野党勢力の暴力行為
と治安当局との衝突の結果，少なくとも死者18人，負傷者300人以上を出した。
これは民主制移行後に 5回行われた選挙中，最悪の死傷者数であった。また，
539カ所の投票所で投票が延期，100カ所以上の投票所が放火などで破壊，41投票
所で 1票も投じられなかったと報じられている。投票率は，現地英字新聞『デイ
リー・スター』（Daily Star）紙によれば30％前後である。選挙管理委員会委員長
カジ・ラキブッディン・アハマドは，野党による選挙ボイコットと冷たい霧の日
であったため投票率が低くなったとコメントした。
　総選挙前に， 対立候補がいないためすでに全300議席中153議席で当選が確定し
ていたが，選挙を通じて最終的には ALが300議席中 3分の 2を超える234議席を
獲得した。野党連合の選挙ボイコットによる事実上の単独選挙となった今回の選
挙だが，有権者数9190万人のうち4800万人が投票権を行使できなかった。そのた
め，国民が自らを代表する議員を選ぶという民主的権利を奪われた選挙だとして，
その正当性を疑う声も多い。選挙後は，非政党中立選挙内閣制度の下，再選挙を
求める野党勢力による反政府運動の激化が必至であると思われた。しかし，大方
の予想に反して 1月15日，BNPジア総裁が「対話を通じて合意に達する」と記
者会見で述べたことでそれは杞憂に終わった。BNPがハルタル（ゼネスト）や交
通封鎖などの手段を用いた強硬な反政府運動を封印した背景には，選挙前に同様
の手段を用いて長期に反政府運動を繰り広げたにもかかわらず総選挙阻止に失敗
したこと，ハルタルや交通封鎖などの戦術が，バスへの放火など一般庶民を巻き
添えにした暴力に発展した結果，治安の悪化につながったこと，そのため国民の
支持が得られなくなったことなどが挙げられる。
　国民党（Jatiya Party: JP）副議長カンダカール・アブダス・サラムは自身の立候
補をめぐる争いから，対立候補のいない選挙を承認している選挙人民代表令（RPO 
1972年）19条は，直接選挙による国会議員の選任（65［2］条）と国民の投票権（122
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［1］条）を定めた憲法に違反しているという訴えを前年に高等裁判所に起こしてい
た。この訴えに対し，2014年 6月19日，高裁は，RPO19条は憲法違反にあたらな
いという判決を下した。これにより，今回の選挙は国内では法的に認められたも
のとなった。ただし，判決後も BNPをはじめとする野党連合は選挙の正当性を
認めず，非政党中立選挙内閣制度による再選挙を求め続けている。
　国連の潘基文事務総長や欧米主要国は，選挙前から半数以上の選挙区で投票が
行われず議席が確定したことに対し失望と懸念を表明し，早期の再選挙が望まし
いと表明した。一方中国，ベトナム，カンボジアは新政府を祝福し，インドも選
挙の結果を支持するコメントを出すなど，欧米とアジアでその対応は分かれた。
後に，ハシナ首相は 7月にイギリスを訪問した際，キャメロン首相から総選挙を
直接に否定する言葉がなかったことをもって，今回の選挙がイギリスに受け入れ
られたと述べた。また11月に来訪したアメリカの南・中央アジア担当国務次官補
は，「選挙のタイムテーブルを決めるのはバングラデシュの人々である」と発言
した。選挙後に予想された国内の混乱が見られず，世論もハシナ政権を承認して
いる（『ダカ・トリビューン』［Dhaka Tribune］紙調査，後述）現状から，選挙結
果を追認する方向に動いたと思われる。

新政権の発足
　 1月12日，ハシナ総裁が首相就任宣言を行い新内閣が発足した。民主制移行後
は，ALと BNPが選挙のたびに交互に政権を担ってきたが，今回ハシナ AL総裁
が前期に続いて首相に就任したことで，初の 2期連続首相就任となった。今回，
任期を満了すれば10年にわたる長期政権となる。ハシナ首相を含め49人の閣僚
は， ALから43人，AL率いる連合の労働党（Worker’s Party: WP），民族社会党（Jatiya 
Samajtantrik Dal: JSD）から各 1人，野党からは JPから 3人と JPモンジュ派（Jatiya 
Party-Manju）から 1人が任命された。首相のほか閣内相は29人，閣外相は17人，
閣僚代理 2人である。29人の閣内相のうち選挙で選ばれた閣僚はわずか 4人，残
り25人は無投票で選出された議員である。女性はハシナ首相を含めて 4人となり，
2009年の組閣時より 1人減となった。
　野党第 1党となった JPより閣僚を任命したことは1996年の第 1期ハシナ政権
の時以来で，今回は再選挙を行わず 5年の任期を全うするために野党も取り込み
政権基盤の安定化をねらったものとみられる。
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ウポジラ議会選挙
　 2～ 5月にかけて，全国487のウポジラ（郡）議会選挙が， 6回に分けて実施さ
れた。ウポジラ議会は，議長， 2人の副議長（うち 1人は女性），ウポジラ内の各
ユニオンの議長，任命女性議員で構成され，今回の選挙では議長および副議長が
選出された。総選挙をボイコットした野党連合もこの選挙には参加した。ウポジ
ラ選挙は，公式には非政党ベースで行われるものではあるが，BNPにとっては，
先の総選挙が民意を反映していなかったことを証明し，やり直し選挙を求める反
政府運動への追い風とする，また ALにとっては現政権に対する国民の信託を得
て長期政権への足がかりとする，どちらの党にとっても負けられない選挙であっ
た。議長選は，ALが233，BNPが164， ジャマアテ・イスラーミー（Jamaat-e-Islami
イスラーム党： JI）が35，JPが 3，その他37で ALが半数近い議長ポストを確保
した。選挙後半からは AL系の活動家による選挙違反や暴力が多発し，負傷者は
少なくとも25人，逮捕者11人を出した。BNPは，AL支持者による暴力が同党系
の候補の落選に影響したとして，現政権下では自由公正な選挙は不可能と主張し
た。 1月 5日の総選挙直後に実施された民間コンサルタントによる世論調査によ
れば，57％が ALによる新政権は信頼できないと回答した。しかし，総選挙後に
は治安が回復したこともあり，新政権承認の方向に民意が示されたと思われる。
その後 8月中旬に英字日刊新聞の『ダカ・トリビューン』紙によってハシナ政権
誕生後 6カ月の実績に対して行われた世論調査では，国民の75.3％がハシナ政権
の実績に満足しており，69.4％が正しい方向に国を導いていると考えている。ま
た53％が政権の任期満了を希望している。一方，71.5％がハシナ首相の BNPと
対話をしないというスタンスを正しくないとしているが，BNPに対しても77.9％
が反政府運動を望まないと回答した。

野党の動向
　総選挙前には，ハシナ首相から BNPの対応次第では第10次国会の早期解散の
用意があるとの発言もなされていた（『アジア動向年報2014』参照）。しかし選挙
後は，一転して任期を満了する2019年以前の選挙の可能性を否定し，選挙につい
て BNPとの話し合いを拒否する強硬な姿勢を取り続けている。国民の AL支持
への自信と，BNPの弱体化により反政府運動が力を失っていること，それらに
よって長期政権への道筋が見えてきたことなどが背景にあると考えられる。一方，
BNPは引き続き再選挙のための反政府運動の再開を視野に非政党選挙管理内閣



516

総選挙後は行き詰まる野党に与党の独走

下での即時再選挙を要求し続けており，不利な形勢であっても妥協する気配はな
い。 7月には， BNPダカ支部の組織改組が行われた。首都での反政府運動に失敗
し，非政党選挙管理内閣による総選挙を実現できなかった責任を取ったとされる
シディーク・ホセイン・コカ前委員長に代わり，前ダカ市長ミルザ・アッバスが
新委員長に就任した。新委員長によって今後の反政府運動が担われると期待され
たが，新委員長選出までの党内抗争は深刻で，委員長選出後もその対立は収まら
なかった。このため党内は混沌とした状況が続き，BNP支持者の間に失望を広
げた。このような BNP内部での対立は党のさらなる弱体化を招くとともに，ジ
ア総裁の指導力が問われるものである。ジア総裁や党幹部は， 7月のイード
（Eid-ul-Fitr，断食明け祭）後に反政府運動を行うとたびたび述べていたが実行に
移されることはなく， 8月16日に行われたイスラエルのガザへの攻撃に抗議する
デモ行進が，総選挙以降 BNP率いる野党連合による初めての運動となった。そ
の後も，国家放送政策や最高裁判事の罷免に関する第16次憲法改正（後述）などに
抗議するデモ行進や集会を行ったが，いずれもハシナ政権を揺るがすものとはな
らなかった。
　このまま2014年が終わると思われた12月 4日，BNP支持の上級官僚50人以上が，
党事務所でジア総裁および党幹部と密会していたことが報道された。「国内外の
圧力により2015年に総選挙が行われることを確信し，全面的な反政府運動に備え
ている BNPに支持を表明するため」の会議であったとされている。親 BNP官僚
によるこの動きに対してハシナ首相はすばやく反応し，12月11日には政治家との
面会を禁じた公務員規則（Government Servants ［Discipline and Appeal］ Rules, 1985）
に違反するとして，次官補の 1人が強制的に退職させられた。

政府の権限強化
　政情の一応の安定を見たハシナ政権は，2014年半ばから政府の権限を強化する
いくつかの政策を実行に移した。
　まず初めに，テレビやラジオのニュース，広告番組，討論番組の内容に「介入
する」権限を政府に与えた「国家放送政策（National Broadcast Policy）2014｣（以下
NBP）が 8月に公布された。NBPには，報道と広告に関するさまざまな制約が含
まれる。報道に関しては，（1）国家の安全保障を脅かす報道，（2）反乱や政治的混
乱，暴力的な行動を促進する報道，（3）外国との友好関係を妨げる可能性のある
報道，（4）宗教的価値を傷つける報道，などを禁止している。広告に関しては，
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（1）軍や法執行機関を侮辱する広告，（2）国会・首相府・裁判所など国の重要な機
関を使用した広告，（3）独立戦争・言語運動・独立記念日を使用した広告の禁止，
など31項目もの「べき，べからず」を広告主に科している。NBPでは，大統領
によって指名された放送委員会によってメディアの監視と包括的指針の制定が行
われ，法に定めのない事案は委員会が決定権を持つことを定めているが，いまだ
放送委員会は設立されていない。この NBPに対し，メディアと記者クラブ，広
告業界など関係団体は，表現の自由を奪い，ジャーナリストの権利を抑制し，政
府によるメディアコントロールにつながるものとしてこぞって反対の声をあげた。
彼らは，NBPを印刷した紙を燃やすなどして激しく抗議し，メディア関係者を
含めた独立の放送委員会を即時に設置することを求めている。BNPもまた，反
政府運動の抗議活動に関する報道を禁止することをねらったものと受け止め，全
国規模の抗議活動を行った。さらに政治評論家や有識者も，独裁政治と暴力の国
を作るとして強く反対している。これらの強い抗議と反対の声に対し，政府は，
NBPは「倫理ガイドラインであり罰則規定がない。言論の自由や民主主義を束
縛するものという主張はまったく根拠がなく，憲法にも反しない。むしろメディ
アの透明性と責任を明確にするものである」と説明している。
　 9月には，法曹関係者からの強い反対にもかかわらず最高裁判事の罷免権を国
会に与える第16次憲法改正案が議会で可決され，憲法が改正された。この改正に
より，証明された不正行為または能力の欠如を理由に議会の 3分の 2以上の決議
によって最高裁判事を罷免できることとなった。建国当時の憲法（1972年）には同
条項が含まれていたが，1979年に BNPジア総裁の夫であったジアウル・ラーマ
ン大統領の第 5次憲法改正で変更された経緯がある。この時の改正で，最高裁長
官と 2人の上級裁判官からなる最高司法評議会に最高裁判事の罷免権が与えられ
たが，今回の改正でこの制度は廃止された。憲法では，最高裁長官は大統領が任
命し，その他の最高裁判事は，長官と大統領とで協議して任命することが決まっ
ている（95条）。そのため，もともと政府が司法に関与しやすい素地があったが，
今回最高裁判事の罷免に関しても議会が介入することで，さらに司法の独立につ
いて疑問符が付くこととなった。バングラデシュの各弁護士会を統括する中心的
な組織であるバングラデシュ弁護士会や最高裁弁護士会，野党支持の弁護士らに
よる法廷のボイコット，黒旗デモ行進などの抗議運動が繰り広げられたが，野党
不在の議会にその声は届かなかった。
　12月には，閣議決定の後，国会の常任委員会で検討されていた NGO活動への
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規制を強化する「外国寄付行為（ボランティア活動）規制法（Foreign Grants 
［Voluntary Activities］ Regulation Act）2014案」（以下 NGO法）にハシナ首相が署名
し法案は承認された。この後，官報に掲載され公布されるが，2014年末までに官
報にも，監督官庁となる NGO局のウェブサイトにも掲載されていない。この法
律は，バングラデシュのローカル NGOと国内に事務所を置く国際団体，また支
援活動を行う個人に対して，首相府の下にある NGO局の監督権限の強化を図る
ものである。NGO法では，寄付を「外国の政府，団体，個人のみならず在外バ
ングラデシュ人も含め海外からバングラデシュに送られる現金，物品，寄付，あ
らゆる種類の貢献」と広義に定義しており，人的または知的貢献といった資金提
供以外の分野での支援にも規制を行うことができる。また，NGO局の承認なし
に海外資金を銀行から引き出すことを禁止し，活動計画にある外国人専門家・コ
ンサルタント・政府関係者の人物調査書の提出と NGO局長官の承認，支援活動
に従事している職員の仕事目的での海外渡航の事前届出などを求めている。また，
NGO局への登録は10年間有効とされるが，法律違反があればいつでも取り消す
ことができる。政府は，海外からの寄付に対する適切な使用と透明性，説明責任
を果たすために必要な規制だと主張しているが，政府にとって「不都合な」活動
に取り組む国外からの支援を受ける団体（個人）への実質的な介入が行われる可能
性を否定できない。バングラデシュの開発，人権，良い統治，環境保護活動など
への海外からの支援に大きな制約となることが予想される NGO法に対して，人
権活動団体からは厳しい批判があるものの，前述の NBPや憲法改正の時にみら
れたような抗議の声は，当事者であるはずの NGOや野党からほとんど挙がらず，
従って新聞報道も少ない。NGOにとっては，登録を取り消され活動停止に陥る
危険性が高い反対運動を行うことは難しいのかもしれない。

独立戦争戦犯裁判
　ALは総選挙直前に発表した選挙マニフェストで，独立戦争戦犯裁判の完結と
判決の履行を宣言しており， 2014年後半から死刑を含む判決が次々と出された
（各被告の主な罪状や独立戦争時の活動は『アジア動向年報2012』参照）。
　まず2013年の死刑判決後，最高裁へ上訴していた 2人に判決が下された。 1人
目は，国際犯罪法廷に最初に起訴された D. H. サイーディー（逮捕時の肩書［以
下同様］：JIの副最高指導者）である。 9月17日，最高裁は彼に対して終身刑を下
した。この判決は，無罪を主張していた弁護側，死刑を望んでいた被害者側，全
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戦争犯罪者の死刑を求めているゴノジャゴロン・モンチョ（「人民覚醒プラット
ホーム」の意味，以下 GMと記載。詳細は『アジア動向年報2014』参照）のいず
れをも満足させなかった。AL率いる14党連合は，この判決を受け入れる声明を
出したが，BNPはコメントを出さなかった。それは，BNP率いる20政党連合の
重要な構成員である JIへの配慮であったといえよう。判決の翌日，GMは抗議
の座り込みを行い，JIもまた，翌日から 2日間のハルタルを行った。サイー
ディーが2010年に逮捕されて以来，最高裁により最終的な結論が出るまで，実に
4年の歳月が費やされた。 2人目は，Md．カマルッザーマン（JIの書記長上級補
佐）で，11月 3日に最高裁が死刑を支持する判決を行った。JIは再び判決に対す
る抗議のハルタルを行った。比較的平和裏に行われていた全国規模のハルタルで
あったが， 6日，ダカで JIの活動家が突然暴徒化し，バスへの放火，銃撃など
を行い多数の活動家が逮捕された。カマルッザーマンは，死刑判決の翌日刑務所
に移され，早期に刑の執行がなされると思われたが，手続き上の理由から2014年
内の執行はなかった。
　次に，国際法廷で判決が下された 6人の被告は，全員が死刑判決であった。M. 
R. ニザーミー（JI最高指導者）は，10月29日に450人に対する大虐殺，知識人の殺
害などの 4つの罪が死刑にあたるとされた。ニザーミーは，判決後最高裁に上訴
した。11月 2日には，M. Q. アリ（JI中央評議会委員）が 1人の兵士と 2人の民間
人の誘拐，拷問，殺害の罪で死刑とされた。ただし，民間人 1人についての死刑
判決は，裁判官の判断が分かれ，戦争犯罪裁判史上初の多数決による判決となっ
た。「フォリドプールの虐殺者」として恐れられたMA. Z. ホセイン・ココン（逃
亡中の BNP地方組織副議長）に，11月13日，人道に対する 6つの罪で死刑が言い
渡された。ココンは，2011年以来逃亡を続けており，2013年10月 9日に本人不在
のまま起訴された。現在は，スウェーデンのストックホルムに滞在中とされる。
GMは，ココンの帰国と即時の死刑執行を求めているが，スウェーデンとバング
ラデシュの間には，犯罪人引き渡し条約が締結されておらず，バングラデシュに
帰国させることは難しいとみられている。続いて，M. ホセイン（ブラモンバリア
AL地方支部の元書記長）にも，33人を誘拐，殺害した罪で死刑の判決が言い渡
された。ホセインは，独立戦争当時は JIに属していたが，その後 ALへ移り地
方支部の書記長として活動した。2012年，ホセインの戦争犯罪に対する調査が行
われるまでその地位にあった。年末になっても判決の言い渡しは続き，12月23日，
S. M. カイザル（元 JP国会議員）は，主にヒンドゥー教徒108人に対する大虐殺や
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レイプなど 7つの罪で死刑を宣告された。カイザルは，戦争終結直後は国外に逃
亡していたが1975年に帰国し，1979年に国会議員に無所属候補として当選した。
その後，BNPを経て JPに所属し，大臣まで務めた人物である。12月30日，2014
年最後の判決を言い渡されたのは，ATM A. イスラム（JI書記長上級補佐）である。
戦争中に JIの学生組織に属していた被告は，1400人に対する大虐殺を含む 3つ
の罪で死刑を宣告された。
　なお，判決を待たずに 3人の被告が病気や高齢のため拘留中に死亡した。JIの
副最高指導者で著名なイスラーム学者であった AKMユザフ（88歳， 2月 9日死
去［以下同様］），元 BNPの国会議員であった A.アリム（83歳， 8月30日），JIの
最高指導者であったグラム・アザム（92歳，10月23日）である。独立戦争から43年
が過ぎた現在，被告も証人も高齢化してきている。裁判に必要な証言を得ること
が年々困難になることを考えると，より迅速な審理が望まれるところである。戦
争裁判については，党幹部が追訴されている JIが反対しているだけでなく，国
際的な人権保護団体からも裁判が国際標準を満たしていないとしてその公平性に
ついて疑問を呈されている。カマルッザーマン被告の判決後，ハシナ首相は戦争
犯罪裁判に関するすべての判決を実行すると述べたが，EUは死刑反対の立場か
らカマルッザーマンに対する死刑を執行しないよう声明を出した。2013年の A. 
Q. モッラーに対する死刑執行に際しては，EUだけでなく，パキスタンとトルコ
からも非難の声が挙がった。これらの国際的な非難に対して沈黙する政府に，国
際犯罪法廷の判事や検察官らは不満を抱いている。しかし，バングラデシュは10
月に国連人権理事会の理事に選出された。国際的には，人権と基本的自由の促進，
擁護に責任を持ち世界で人権が守られているかを監視する役割を担う理事国の立
場と，国内的には，死刑を前提とした裁判を進めその判決を履行することを約束
している立場との間でハシナ政権は対応に苦慮するところであろう。なお現行法
ではできない政党を含む団体を裁くことを可能にする法改正を2015年 1月にも予
定している。

経 済

マクロ経済
　2013/14年度（ 7～ 6月）の GDP成長率は，前年度の6.0％をわずかに上回る6.1％
となり2009/10年度以来 5年連続して 6％台の成長率が維持された。年度当初，
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政府は7.2％の成長率を見込んでいたが，総選挙をめぐる政治的混乱に起因する
投資や個人消費の冷え込みを考慮して， 1月に6.3％に下方修正を行っていた。
最終的にはわずかに目標には届かなかったが，国際機関による2013/14年度の予
測は，世界銀行（WB）5.7％（ 1月発表），アジア開発銀行（ADB）5.6％（ 5月発表）
といずれも 6％を下回っており，過去にも選挙の実施される年は経済成長率が低
下したことを考えると， 6％台の成長率を維持したことはバングラデシュ経済の
安定性を国の内外に印象づけた。
　各部門別の成長率では，農業3.35％（前年度2.46％，新基準年［2005/06＝100］
ベース，以下同様），鉱工業8.39％（同9.64％），サービス5.83％（同5.51％）と鉱工
業を除いて成長率が上昇した。
　農業部門（GDP比16.33％）の成長率上昇の主因は，深刻な洪水被害が発生した
前年度に比して好天であったこと，高収量品種の導入，適切な肥料の使用や洪水
のコントロール，灌漑などによるものである。コメの十分な備蓄を背景に，政府
はスリランカ政府の求めに応じて， 5万トンのコメを輸出することに合意した。
12月に 1万2500トンがスリランカに輸出され，残りは2015年 1月以降に数回に分
けて送られる予定となっている。 5万トン規模のコメの輸出は独立以降初めての
ことである。また公共投資の増大を受けて建設業も，今年度成長率8.56％（同
8.04％）で好調であった。製造業の成長率は8.68％（同10.31％）で前年度より低下
した。製造業（GDP比19.45％）のうち大・中規模製造業の成長率は9.16％で，
2010/11年度以来10％超の高い成長率を記録していたが， 4年ぶりに10％に届か
なかった。小規模製造業の成長率は6.60％で，前年度（8.81％）をかなり下回る結
果となった。バングラデシュの経済を牽引してきた衣料品（布帛およびニット）の
輸出は，過去最高の245億ドルとなり，前年度比13.86％（織物12.7％，ニット
15.02％）増加した。これは，2013/14年度の全輸出額301億7000万ドルの約80％を
占める。反面，ジュート，ホームテキスタイル，建設資材，石油製品，冷凍魚，
果物，切り花などの非衣類品の輸出は不振で，63億5000万ドルの目標に対し，56
億8000万ドルとなった。中東など輸出先の政情不安や EUがパキスタンに一般特
恵関税制度（GSP）より，より多くの恩恵を受けることが出来る特別特恵関税制
（GSPプラス）を与えたことなどが影響していると関係者は分析している。衣料
品とともにバングラデシュの外貨獲得に貢献してきた海外出稼ぎ労働者送金につ
いては，前年度比1.6％減となった（詳細後述）。
　財政に関しては 6月 5日，ムヒト財務相によって2014/15年度予算案が発表さ
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れた。予算規模は 2兆5000億タカで前年度より16％増となっており，電気・ガ
ス・湾岸開発を重視，またポッダ橋建設やダカ =チタゴン間高速道路などの巨
大インフラ整備に多くの予算を配分している。貧困削減と社会保障施策では，高
齢者手当や障害者への奨学金の拡充，少数民族の社会経済開発などに， 150億タ
カを配分した。経済成長率は7.3％，インフレ率は 6％に抑えることを目標とし
ている。この予算に対し，経済界からはおおむねインフラへの大きな予算配分を
称賛する声が多い。一方，高所得者（年収442万タカ以上）の所得税を25％から
30％に引き上げるほか，英語教育校（English Medium School）や携帯電話への消費
税率の引き上げ，LPGガス輸入税率の増加，個人投資家のキャピタルゲインへ
の課税強化なども盛り込まれ，歳入の GDP比を 5年間で17％に拡大することを
目標に課税の網を広げている。新予算の下で富裕層のみならず中間層にとっても
家計への負担感が増す年となりそうである。

ポッダ川多目的橋（ポッダ橋）：中国企業と契約
　2011年 4月にWBとの間で融資契約が調印されたポッダ（Padma：ガンジス）川
多目的橋をめぐる不正疑惑とその後の契約破棄は，第 2期ハシナ政権最大の疑獄
事件であった（詳細は『アジア動向年報』2011，2012年）。首都ダカと南西部を結
ぶ全長6.15キロメートルのポッダ橋は，完成後は GDPを1.2％押し上げる効果が
あると試算されており，今期ハシナ政権にとってその建設は最優先課題となって
いる。
　 5月に，橋梁部分は想定されたコストよりも 1割以上安い15億5000万ドルで中
国企業が落札した。ハシナ首相は， 6月，ポッダ橋について「多くの陰謀が政権
を弱体化させるために準備されたが，それらの陰謀を覆して国家予算で今月から
建設を開始する」と議会で語り，200億ドルの外貨準備高を背景に2018年までの
建設に自信を示した。 9月には護岸工事を別の中国企業が落札した。自国予算に
よる建国以来最大の国家的プロジェクトとなるポッダ橋工事が実施にこぎつけた
ことは，バングラデシュの経済の強さを対外的に示すことになっただけでなく，
ビジョン2021（独立50周年にあたる2021年までに中所得国になることを目指す政
策）実現に向けて同国民に大きな自信を与えるものとなる。その一方で，外貨準
備高の一部をポッダ橋建設プロジェクトに充てるとしたムヒト財務相の発言に，
一部の経済学者は収支バランスに負の影響を与えるという懸念を表明している。
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海外出稼ぎ労働者
　衣類産業とともにバングラデシュの外貨獲得の大きな部分を占める海外出稼ぎ
労働者からの送金は，2013/14年度には過去13年ぶりにマイナスとなり前年度（144
億6000万ドル）から，1.6％減の142億3000万ドルとなった。伝統的な出稼ぎ国で
あった 8つの湾岸諸国からの送金額は，前年度から 7億6000万ドル減少している。
他方，アメリカからの送金は 4億6000万ドル増加したが，中東諸国からのマイナ
ス分をカバーするには至らなかった。これはサウジアラビアとアラブ首長国連邦
（UAE）が，バングラデシュ人労働者を受け入れなくなっていることが大きい（詳
細『アジア動向年報2012』参照）。
　ハシナ首相による UAE訪問（10月）では，2012年以来続いていたバングラデ
シュからの出稼ぎ労働者へのビザ発給停止措置が全面的に解除されるのではとの
期待があった。しかし，交わされた了解覚書は，毎月1000～2000人の女性受け入
れ枠拡大のみであった。女性の海外出稼ぎ労働者は年々増加しており，2014年に
は海外出稼ぎ労働者の約17％を占め，主にサウジアラビア，レバノン，ヨルダン
の 3カ国でハウスメイドとして単純労働を行っている。マレーシアは，プラン
テーションでのみバングラデシュからの労働者を受け入れていたが，新たに建築，
製造，サービス業で 1万2000人の労働者を受け入れる了解覚書をハシナ首相のマ
レーシア訪問（12月）に合わせて交わした。さらに，12月に入り 7年間労働者の受
け入れを停止していたクウェートが，2015年 2月に受け入れを再開するという報
道がなされた。
　ハシナ首相による積極的な海外労働者の送り出し政策に，一抹の不安を与えて
いるのが，MRP （機械読取式旅券）でない旅券（非MRP）の廃止問題である。旅券
の国際標準を定める国際民間航空機関（ICAO）は，2015年11月24日までにすべて
の非MRPの廃止を推進しており，外国政府はMRPを所持していない渡航者に
対して入国やビザの発行を拒否することができる。600万～800万人といわれるバ
ングラデシュの海外出稼ぎ労働者のうち，中東諸国やマレーシアに滞在する労働
者の大半が非MRP所持者だといわれている。政府は，2010年からMRPの発行
を開始したが，現在の発行ペースでは2015年11月までに全員にMRPを発行する
ことは難しく，旅券を切り替えることのできなかった人々は，不法滞在者となる
可能性があると懸念されている。政府は，期限までにMRPの発行を終了するこ
とは不可能として，非MRPの廃止を2017年まで延期することを ICAOに求める
としている。いずれにしても，期限までに発行が間に合わず，非MRP保持者が
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不法滞在者としてバングラデシュに送還されるような事態となれば，外貨獲得や
国内経済に大打撃となるだろう。そのため，今後 ICAOへの非MRP廃止期限延
長交渉の有無や速やかなMRP発給措置など政府の対応に注目する必要がある。

ラナ・プラザ崩壊事故後
　2013年 4月24日，死者約1130人，負傷者2500人以上という世界的にも最大級の
労災事故がダカ近郊のシャバールで起こった。この事故を契機に，先進国の大手
小売企業やバイヤー主導で工場の構造的な安全，防火対策，配電を検査する 2つ
の団体が構成された。ひとつは，欧州系の企業が参加した Accord on Fire and 
Building Safety in Bangladesh（バングラデシュにおける火災予防および・建物の安
全に関わる協定，以下「アコード」）と，北米系の企業が参加した Alliance for 
Bangladesh Worker Safety（バングラデシュ労働者の安全を目指す連合，以下「ア
ライアンス」）である（詳細『アジア動向年報2014』）。アコードは 2～ 9月，アラ
イアンスは 3～ 7月に工場の立ち入り検査を行った。両団体の調査の結果につい
てバングラデシュ縫製品製造輸出業協会（BGMEA）のアラン・イスラム会長は，
「調査された2075工場のうち，23工場が防火や電気設備，建物の安全性などの問
題で閉鎖となったが，バングラデシュの衣料品工場の99％は，国際基準を満たす
ことに成功した」と語り，同時に，労働者の賃金は過去 4年間で219％上昇，236
の労働組合が結成されたことを指摘した。このような BGMEA側の見解に対し，
人権団体はアコードとアライアンスの調査は「工場の安全性」に特化したもので
労働者の権利の向上は図られておらず，ラナ・プラザ崩壊事故の被害者への十分
な補償もいまだなされていないことを問題視している。また，両団体の調査が始
まってから，基準を満たすことが不可能と判断したオーナーによる自主的な廃業
や賃金の上昇とオーダーの減少から破産した工場が約220あり， 8万～ 8万2000
人が失業したとの報道もある。工場の安全性に関していえば，下請けや孫請けな
ど何重もの生産体制のなかでアコードやアライアンスの調査対象となったのは一
部の企業だけともいえる。そのため，今後は，衣類産業の下層に位置する労働者
の労働環境や人権が守られているかどうかをチェックしていく必要があるだろう。
アライアンスの調査は終了したものの，アメリカによる GSPの適用停止は依然
として続いている。
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対 外 関 係

中国との関係発展と活発な全方位外交
　政情の一応の安定と長期政権化の兆しから，ハシナ首相はマニフェストにある
全方位外交を積極的に繰り広げた。ハシナ首相の外遊は，ミャンマー（ 3月），日
本（ 5月），中国（ 6月），イギリス（ 7月），アメリカ （国連総会， 9月），UAE・
イタリア（10月），ネパール （南アジア地域協力連合［SAARC］サミット，11月），
マレーシア（12月）と下半期は 8月を除き毎月海外を訪問した。
　2014年は，諸外国の中でも中国との関係が急速に進展した。 6月のハシナ首相
訪中では，チタゴンでの中国企業への経済特区の設立の了解覚書やパトウアカリ
での1320MWの石炭発電所建設に関する合弁契約など二国間の経済，技術，エ
ネルギー，インフラ建設などの分野における協力のための 6つの文書に調印した。
ハシナ首相は，バングラデシュは中国との関係を最重要視し，「中国が主導する
アジアの世紀の積極的なパートナーとなる」と述べて，中国と関係を深めたいと
いう意欲を示した。さらに，2013年 5月に中国が提案したバングラデシュ・中
国・インド・ミャンマー経済回廊（BCIM-EC）への積極的な参加を表明した。中
国の昆明からインドのコルカタまでを結ぶこの経済回廊計画は，中国が進めてい
る「一帯一路」（One Belt，One Road）戦略において重要な位置にあたる。「一帯
一路」とは，中国からヨーロッパに至る陸路のシルクロード経済圏（一帯）と中国
からアラビア半島を結ぶ海上交通路「21世紀の海のシルクロード」（一路）の 2つ
からなり，国境を超える鉄道や道路，港湾などの建設を行う取り組みである。ア
メリカによって名づけられた軍事由来のいわゆる「真珠の首飾り」（String of 
Pearls）戦略地域を包含し，中国の経済力を背景に経済・インフラ投資によるアジ
アからヨーロッパに至る地域への影響力を強めるねらいがある。バングラデシュ
は，「一帯一路」において，東南アジアと南アジアを結ぶハブとして重要な役割
を担うこととなる。10月には，中国の提唱するアジアインフラ投資銀行（Asian 
Infrastructure Investment Bank，以下 AIIB）設立の了解覚書に他の20カ国とともに
設立メンバーとして調印した。AIIBは，インフラ構築を優先し融資の際には，
環境や人権などを含め「政治的な条件を付ける」ことはほとんどないとされてい
る。今後さらなるインフラ整備を進めたいバングラデシュにとって，ポッダ橋建
設事業をめぐり「国内事情に口をはさみ」（『アジア動向年報2012』参照）融資契
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約を破棄したWBや ADBに代わる第 3の選択肢の出現であり歓迎すべきことで
あろう。AIIBの「寛大な」融資がWBと ADBの今後の融資行動に影響を与え
るのか，バングラデシュのみならずアジア地域の国際情勢にもたらす影響などに
も注視する必要があるだろう。

日本との関係
　バングラデシュの経済的な潜在力，地政学上の重要性，中国の影響力の増大な
どを背景として，日本は他国に先駆けてバングラデシュとのさらなる関係強化を
図った。 3月の岸田外相の訪問は，ハシナ政権発足後もっとも早い先進国からの
閣僚訪問となった。岸田外相は現地英字新聞『プロトム・アロー』（Prothom 
Alo）紙（ 3月21日付）に『日本はバングラデシュの信頼できる友である』と題する
文書を寄稿し，バングラデシュ独立以来の日本との友好関係を強調， 「二国間経
済関係強化を通じて，ウィン・ウィンの関係を築く」と述べた。 5月には，ハシ
ナ首相が訪日，続いて 9月に安倍首相が来訪した。日本としては14年ぶりの首相
訪問，バングラデシュとしては総選挙後の初の先進国首脳による公式訪問として，
日バ両国の友好関係を内外に強調した。この一連の往来の成果は 2つある。ひと
つは，日本がバングラデシュへ破格の経済支援を約束したこと，もうひとつはバ
ングラデシュが日本の2015年国連安全保障理事会非常任理事国選挙への支持を約
束したことである。日本は，二国間の「包括的パートナーシップ」の下「ベンガ
ル湾産業成長地帯」（BIG-B）構想を打ち出し，今後 4～ 5年を目処に総額最大
6000億円の経済協力を約束した。2010～2013年の経済協力が， 4年間で755億円
（『デイリー・スター』紙 9月 6日付）であったことを考えると破格の支援となる。

BIG-Bには，チタゴンでのマタバリ石炭火力発電所，ダカ都市高速鉄道など，運
輸・交通インフラ整備，電力・エネルギー安定供給，経済特区整備等の都市開発，
金融アクセス向上等の民間セクター開発の 4分野の開発が含まれる。日本の支援
に対して，バングラデシュは，「両国関係のいっそうの促進のため」2015年の国
連安保理選挙の立候補を取り下げ，日本の立候補を支持することを表明した。安
倍首相が，現地新聞のインタビューに「2014年は両国にとって特別な年，飛躍の
年」と語ったことにも表れているように，日本にとってバングラデシュは，援助
の供与国から安全保障やビジネス上の重要なパートナーへと変化してきている。
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インドとは長年の懸案事項解決へ道筋
　インドは，総選挙翌日の 1月 6日，他国に先駆けてその結果を支持するコメン
トを出した。インドにとって独立戦争の時代から関係が深い ALが政権をとった
ことは歓迎すべきことであった。 5月には，ヒンドゥー至上主義政党であるイン
ド人民党のモディ政権が発足し，バングラデシュとの関係が懸念された。しかし，
6月に就任後初の外遊先としてバングラデシュを訪問したスラワージ外相のメッ
セージは，内政には干渉せず，南アジアの安定と繁栄のために印バの協力関係を
強化していくというものであった。同時に，二国間の長年の懸案であった国境画
定条約（LBA）とティスタ河水配分協定を含むすべての二国間の懸案事項（『アジア
動向年報2014』参照）の解決に積極的な姿勢を示した。
　両国の飛び地交換については，1974年に両国政府間で合意された LBAをバン
グラデシュは批准しているが，インドは人民党やアッサム州の地域政党の反対で
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棚上げとなっていた。モディ首相は首相就任後，批准のための憲法改正に向けて
着々と準備を進めてきた。11月には反対の立場を取っていた西ベンガル州ママ
タ・バネルジー首相が飛び地交換に同意し，条約の批准に支援を約束した。12月
にはこの問題について異議を申し立てていた西ベンガル州の草の根会議派政権が，
異議を撤回することを決定した（『アジア動向年報2011』参照）。12月下旬には憲
法改正案が議会を通過するかと思われたが，モディ政権がインド国内の経済改革
に関連する法案の通過を優先したため，2014年内の成立はなかった。しかし，与
野党をはじめとしたすべての関係者の同意があることから，2015年 2月頃には法
案が可決される見通しであると報道されている。ティスタ河水配分協定について
は，就任当初は前向きな発言がみられたモディ首相だったが，実質的な進展はな
かった。 9月にニューヨークで行われた二国間会議でモディ首相は，「LBAの実
行については時間の問題だが，ティスタ河水配分協定については真剣に調査する
必要がある」と述べたとされる。インドのメディアは，2016年に予定されている
西ベンガル州の選挙前にティスタ河に関する協定を結ぶことは望ましくないと報
じている。しかし，12月のバングラデシュ，ハミド大統領のインド訪問の際に，
モディ首相は，ティスタ河と LBA問題という重要課題の解決のためインド政府
は継続的に取り組んでいると語り，なお解決へ向けての姿勢をアピールした。
　一方，長年対立があったベンガル湾における海上境界紛争の判決が， 7月，
ハーグの常設仲裁裁判所で下され，完全な解決をみた。判決は，紛争海域のうち
約 8割をバングラデシュが領有するというものであった。これによりバングラデ
シュは，石油や天然ガスなどの海底資源や水産資源開発への道が開けた。この判
決に，バングラデシュのアリ外務大臣は「（判決における）勝利は両国のもので，
友情の勝利だ」と語り，インド側も「両国間の相互理解と友好をいっそう促進す
る」と応じ，両国とも好意的にこの判決を受け入れた。判決はバングラデシュの
主張をほぼ認めたものであったが，国内の経済発展を最優先するモディ政権が隣
国との対立による経済への影響を避けると同時に，台頭する中国の影響が南アジ
ア地域に及ぶことへの対策として，バングラデシュとの友好関係を優先したと思
われる。
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2015年の課題
　総選挙後の政情は一応の小康状態を保っていたが，2015年に入り事態は一変し
た。総選挙 1周年を迎える 1月 5日に BNPは「民主主義が死んだ日」を記念す
る集会を計画していた。しかしハシナ政権は， 1月 3日に BNPのジア総裁を党
事務所に軟禁し，翌日には党副事務局長のルフル・カビール・リズビを警察に
よって強制入院させる暴挙にでた。また，そのことに抗議する支持者を警察に
よって強制排除した。これを機に，BNP率いる野党連合による無期限の交通封
鎖と度重なるハルタル，バスなど公共交通機関への放火，車両や線路の破壊とそ
れによる列車の運行妨害など総選挙前の状況と同じような暴力の連鎖が続いてい
る。軟禁状態が続く BNPジア総裁も，対するハシナ首相も一歩も引かない構え
で，事態はますます混迷してきている。ジア総裁は，「平和的な反政府運動」を
行うと公言してきたが，ハルタルや交通封鎖に代わる「効果的な」運動を生み出
すことはできず，反政府運動は盛り上がりに欠け行き詰まった。その結果，「伝
統的」な戦術に再び戻ったようにみえる。対するハシナ政権は，民衆の高い支持
率を背景に治安部隊によって，デモ隊への暴力や強制排除，政治家等の逮捕，軟
禁などを行っている。このような政権側の行為に対して，人権団体は，政治家の
恣意的な逮捕を止めるべきだと非難している。政情がこのまま安定し長期政権に
なるかと思われたハシナ政権の先行きは不透明になってきた。またこのような政
治的混乱は，経済にも大きな打撃を与えることは免れないだろう。ビジョン2021
を達成するためには，インフラ整備と政治的安定が必要とたびたび指摘されてき
た。 2年目に入ったハシナ政権は，この政治的混乱を収束させ，ポッダ橋を初め
とした道路・港湾・電力等の基礎的な巨大インフラ整備事業を滞りなく進めるこ
とが求められている。

　（一橋大学大学院経済学研究科）
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1 月 1 日 ▼バングラデシュ民族主義党（BNP），
全国規模の交通封鎖実施（～ 9日）。
4 日 ▼ BNP率いる野党連合， 5日の選挙

の中止を求めて，ハルタル実施（～ 5日）。
5 日 ▼総選挙投票日。投票終了後も暴力行

為が続く。
6 日 ▼ BNP，全国でハルタル実施（～ 8日）。
9 日 ▼当選議員284人が国会で就任の宣誓。
12日 ▼ハシナ・アワミ連盟（AL）総裁を首
相とする内閣発足。

▼ BNP率いる野党連合，交通封鎖実施。
15日 ▼ BNPジア総裁，記者会見。ALに

対し「対話を通じての合意」を呼び掛け。
2 月 6 日 ▼ジャマアテ・イスラーミー（JI），
ニザーミー死刑判決に抗議してハルタル実施。
9 日 ▼戦争犯罪で服役中の JI副最高指導

者で著名なイスラーム学者の AKM ユザフ，
脳卒中で死去（88歳）。
19日 ▼ウポジラ選挙第 1回，97ウポジラで
実施。BNPが42議長席，72副議長席獲得。
26日 ▼ハシナ首相により指名された外務大

臣他計 2人を内閣に追加。
27日 ▼ウポジラ選挙第 2回，115ウポジラ

で実施。BNPが51議長席獲得。副議長席は，
JIが32，BNPが32，ALが30獲得。
3 月 3 日 ▼ハシナ首相，ベンガル湾多分野技
術経済協力（BIMSTEC）サミットに出席のた
めミャンマー訪問（～ 4日）。インドのシン首
相とも会談。
15日 ▼ウポジラ選挙第 3回，81ウポジラで
実施。ALが37議長席獲得。副議長席は BNP
が58席獲得。
21日 ▼岸田外相ダカ来訪（～22日）。
23日 ▼ウポジラ選挙第 4回，91ウポジラで
実施。ALが53議長席獲得。
26日 ▼独立記念日に25万4537人が一斉に国

家を歌い，ギネス世界記録に登録。
27日 ▼ WHOによってポリオ撲滅宣言。
31日 ▼ウポジラ選挙第 5回，73ウポジラで
実施。ALが51議長席獲得。
4 月22日 ▼ BNP，インドによるティスタ河
水適正利用要求のため，ダカからロングプー
ルまでの抗議行進開始（～23日）。
28日 ▼ BNP，ジア総裁の不正事件での起

訴および BNP幹部・活動家への抑圧に対す
る抗議の全国集会実施。
5 月 4 日 ▼ BNP，ジア総裁の不正事件での
起訴および BNP幹部・活動家への抑圧に対
する抗議のハンガーストライキ。
18日 ▼ハシナ首相，インドのモディ新首相

に祝福の電話。
19日 ▼ウポジラ選挙第 6回，13ウポジラで
実施。ALが 7議長席獲得。
25日 ▼ハシナ首相，訪日（～28日）。
6 月 3 日 ▼予算国会開幕。
5 日 ▼2014/15年度予算案国会上程。30日

に可決。
6 日 ▼ハシナ首相，訪中（～11日）。
10日 ▼バングラデシュ政府の進める A 2 I

（Access to Information Program）が国際電気通
信連合（ITU）による「世界情報社会サミット
（WSIS）賞2014」受賞。

▼バングラデシュ国境警備隊（BGB）と
ミャンマー国境警備警察（BGP）サミット開始
（～13日）。BGB隊員が BGPの攻撃で死亡（ 5
月28日）後の両国国境緊張の緩和のため。
12日 ▼ハミド大統領，ボリビア（14～15日），
アメリカ（16～21日）訪問。
16日 ▼カンボジアのフン・セン首相来訪

（～18日）。
19日 ▼ニューヨークの国連本部で潘基文国

連事務総長，ハミド大統領と面会。 1月 5日

重要日誌 バングラデシュ　2014年
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の総選挙に遺憾の意。
▼高裁，対立候補なしの選挙合憲判断下す。

25日 ▼インドのスワラージ外相来訪（～27
日）。二国間の懸案事項解決に意欲。
7 月 7 日 ▼ベンガル湾における海上境界紛争
の判決，印バ両国とも判決受け入れ。
18日 ▼ BNPダカ支部，ミルザ・アッバス
新委員長就任。
19日 ▼ BNPジア総裁，サウジアラビア政

府の招待を受けて訪問。　
20日 ▼ハシナ首相，ガールズ・サミット出
席のためイギリス訪問（～24日）。児童婚防止
を確約。
24日 ▼人間開発指数，バングラデシュ142

位。順位を 1つ上げる。
8 月 4 日 ▼国家放送政策案，閣議決定。メ
ディアの説明責任の明確化か表現の自由の侵
害かで政府とメディアが対立。
7 日 ▼国家放送政策が官報により公布。
15日 ▼国家哀悼日，ハシナ首相の父で国父
ムジブル・ラーマン39回目の暗殺記念日。
BNPジア総裁は自らの「誕生日」を祝う。
16日 ▼ BNP以下20政党連合，ダカほかで

ガザへの攻撃に対する抗議の黒旗行進実施。
1月 5日の総選挙以来初の路上プログラム。
19日 ▼内閣，最高裁判事罷免権を議会に与
えるための憲法改正法案承認。

▼ BNP以下20政党連合，国家放送政策案
への抗議のための行進実施。
21日 ▼ BNP幹部，地方支部訪問開始（～31
日）。地方組織の強化目的。
26日 ▼ BNP，抗議集会。憲法改正に抗議

（～28日）。
30日 ▼戦争犯罪で服役中の元 BNP国会議
員の A.アリム，肺がんで死去（83歳）。
31日 ▼バングラデシュ・イスラーム・フロ

ントら，指導者 S. N. ファルクィ殺害に抗議

して半日ハルタル実施。
9 月 6 日 ▼安倍首相来訪（～ 7日）。
17日 ▼死刑判決の後最高裁へ上訴していた

戦犯，JI副最高指導者の D. H. サイーディー
に終身刑の判決。
18日 ▼ゴノジャゴロン・モンチョ（GM），

サイーディー判決に抗議の座り込み。

▼ JI，サイーディー判決に抗議してハルタ
ル実施。

▼最高裁判事を議会が罷免できるとする第
16次憲法改正，国会で可決。
20日 ▼ハシナ首相，国連総会出席のため訪

米（～29日）。随行員185人多すぎると批判。
21日 ▼ JI，サイーディー判決に抗議してハ

ルタル実施（～22日）。
22日 ▼ BNP，第16次憲法改正に抗議して
ハルタル実施。BNP，JI合わせて活動家100
人逮捕。
23日 ▼ハシナ首相，国連気候サミット出席。
24日 ▼ハシナ首相，国連世界教育推進活動

（GEFI）出席。
25日 ▼ハシナ首相，コイララ・ネパール首

相と会見。
26日 ▼ハシナ首相，国連 PKOに関するハ
イレベル会合を安倍首相，バイデン米副大統
領らと共催。
27日 ▼ハシナ首相，モディ印首相と会見。

10月 1 日 ▼情報通信技術省，世界情報サービ
ス産業機構（WITSA）の公共部門カテゴリー
で世界 ICT優秀賞2014を受賞。
15日 ▼ハシナ首相，第10回アジア欧州会合

（ASEM）首脳会議出席のためミラノ訪問（～
18日）。
21日 ▼国連人権理事会理事国選挙，バング
ラデシュが理事国となる。任期は2015～2017
年。
23日 ▼戦争犯罪で服役中の JI前最高指導
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者グラム・アザム，合併症のため死去（92歳）。
▼ BNPジア総裁，20政党連合キャンペー

ンのため地方遊説開始（～11月12日）。
24日 ▼バングラデシュ，アジアインフラ投
資銀行（AIIB）設立の了解覚書に署名。21カ
国が参加。
25日 ▼ハシナ首相，アラブ首長国連邦訪問

（～27日）。
26日 ▼イスラーム政党同盟による，ハルタ
ル実施。反イスラーム発言を行った A. L. 
シッディーク郵政・電気通信・情報技術大臣
の逮捕を要求。
27日 ▼バングラデシュ，国際電気通信連合

（ITU）アジア太平洋地域の理事に選出。任期
は2015～2018年。
28日 ▼第 3回「バングラデシュUSパート
ナーシップ対話」ワシントンで開催（～29日）。
シャディウル・ホク外相出席。
29日 ▼戦争犯罪裁判，JI最高指導者M. 

R.ニザーミーに死刑判決。
30日 ▼ JI，ニザーミー判決に抗議してハル

タル実施。活動家44人逮捕。
11月 1 日 ▼バングラデシュ全土で停電（～ 2
日午前中）。インドからの電力輸入に使用し
ている送電線の故障。
2 日 ▼戦争犯罪裁判，JI中央評議会委員

M. Q. アリに死刑判決。
3 日 ▼死刑判決の後最高裁へ上訴していた

戦犯，JI書記長上級補佐のMd. カマルッザー
マンに死刑の判決。

▼ JI，ニザーミー判決に抗議して，ハルタ
ル実施。
5 日 ▼ JI，カマルッザーマンおよびM. 

Q.アリ判決に抗議して 2日間のハルタル実
施（～ 6日）。
6 日 ▼ハミド大統領，訪中（～16日）。
7 日 ▼ BNP制定の「革命連帯記念日」。

11日 ▼ハミド大統領，テインセイン・ミャ
ンマー大統領と会見（北京）。ロヒンギャ問題
解決に協力。
12日 ▼ BNPジア総裁，総選挙後の反政府
運動を継続しなかった BNPの決断は間違い
だったと発言。
13日 ▼戦争犯罪裁判，BNP地方組織副議

長MA. Z. ホセイン・ココン（逃亡中）に死刑
判決。
21日 ▼ハシナ首相，国際連合南南協力事務

所主催の国連南南開発 Expo-2014で，「国連
南南協力先駆者賞」受賞。
24日 ▼戦争犯罪裁判，AL地方支部の元書

記長M. ホセインに死刑判決。
26日 ▼第18回南アジア地域協力連合（SAA-

RC）サミット開催（～27日）。25～28日，ハシ
ナ首相，ネパール訪問。モディ印首相および
シャリーフ・パキスタン首相と会見。　
12月 3 日 ▼ハシナ首相，マレーシア訪問（～
5日）。
6 日 ▼ブータンのツェリン・トブゲー首相，

来訪。相互貿易協定の更新のため（～ 8日）。
9 日 ▼ラナ・プラザ崩落事件のビル所有者，

保釈金を納め釈放。
18日 ▼ハミド大統領，インド訪問（～24日）。
大統領のインド訪問は30年ぶり。
23日 ▼戦争犯罪裁判，元 JP国会議員 S. 

M.カイザルに死刑判決。
29日 ▼ BNP率いる20政党，ガジプールで
の集会不許可に抗議して，ハルタル実施。
30日 ▼戦争犯罪裁判，JI書記長上級補佐

ATM A. イスラムに死刑判決。
31日 ▼ JI，ATM A. イスラム判決に抗議し

て，ハルタル実施。
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　 1 　国家機構図（2014年12月末現在）

　 2 　行政単位
行政単位 数

Division （管区） 7
Zila （県） 64
Upazila （郡） 487
農村部　Union（ユニオン・行政村）　 4,571
都市部　City Corporation （特別市） 11
　　　　Municipality （市） 317
（注）　2013年12月末現在。
（出所）　Bangladesh Bureau of Statistics, Statistical Pocketbook of Bangladesh 2013, April. 2014.
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　 3 　要人名簿

大統領  Md. Abdul Hamid
国会議長 ＊Shirin Sharmin Chaudhury

閣僚名簿（2015年 1月末現在）

　【閣内相】
首相，国防相，行政管理相
 ＊Sheikh Hasina
財務相  Abul Maal Abdul Muhith
工業相  Amir Hossain Amu
商務相  Tofail Ahmed
農業相 ＊Begum Matia Chowdhury
保健・家族福祉相  Mohammed Nasim
地方政府・農村開発・協同組合担当相
 Syed Ashraful Islam
在外居住者福利厚生・在外雇用相
 Engineer Khandaker Mosharraf Hossain
民間航空・観光相  Rashed Khan Menon （WP）
宗教問題担当相  Principal Matior Rahaman
住宅・公共事業相
 Engineer Mosharraf Hossain
独立戦争問題担当相  A.K.M.Mozammel Huq
漁業・畜産相  Mohammed Sayedul Haque
繊維・ジュート相  Md. Emaz Uddin Pramanik
運輸・橋梁相  Obaidul Quader
情報相  Hasanul Haq Inu（JSD）
水資源相  Anisul Islam Mahmud（JP）
環境・森林担当相  Anwar Hussain（JP-M）
教育相  Nurul Islam Nahid
船舶相　　　　　　 　　　　Shajahan Khan
法務・司法・議会問題相　　　　 Anisul Huq
災害対策・救援相
 Mofazzal Hossain Chowdhury Maya,Bir Bikram
外務相  Abul Hassan Mahmood Ali
鉄道相  Mazibul Hoque

計画相  A H M Mustafa Kamal
初等・大衆教育相  Mostafizur Rahman
文化相  Asaduzzaman Noor
社会福祉相  Syed Mohsin Ali
土地担当相  Shamsur Rahaman Sherif
食糧相  Md. Qamrul Islam
郵政・電気通信・情報技術相 空席

　【閣外相】（State Minister）
労働・雇用相
 Md.Mujibul Haque （Chunnu） （JP）
科学・技術相  Architect Yeafesh Osman
財務相・計画相  M. A. Mannan
繊維・ジュート相  Mirza Azam
社会福祉相  Promode Mankin
チタゴン丘陵問題担当相
 Bir Bahadur Ushwe Sing
漁業・畜産相  Narayon Chandra Chanda
青年・スポーツ担当相  Biren Sikder
内務担当相  Asaduzzaman Khan
土地担当相  Saifuzzaman Chowdhury
行政管理相 ＊Begum Ismat Ara Sadique
女性・児童問題担当相
 ＊Begum Meher Afroze
水資源相  Muhammad Nazrul Islam
地方政府・協同組合局担当相
 Md. Mashiur Rahaman Ranga（JP）
外務相  Md. Shahriar Alam
保健・家族福祉相  Zahid Maleque
電力・エネルギー・鉱物資源相
 Nasrul Hamid
情報・通信技術局担当相
 Zunaid Ahmed Palak

（注）　 ＊ 女 性 閣 僚。JP（Jatiya Party），JP-M
（Jatiya Party-Monju）, WP（Workers Party）, 

JSD（Jatiya Samajtantrik Dal）。
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　 1 　基礎統計
2007/08 2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14

人 口（100万人） 142.4 144.2 146.1 149.7 151.6 153.7 155.82）

消費者物価上昇率（％） 1995/96=100ベース1） 9.94 6.66 7.31 8.80 10.62 7.70 -
消費者物価上昇率（％） 2005/06=100ベース1） - - - - - 6.78 7.35 
為替レート（ 1ドル＝タカ）1） 68.60 68.80 69.18 71.17 79.10 79.93 77.72
（注）　 1）消費者物価上昇率は年平均値。新基準（2005/06＝100）と，旧基準年（1995/96＝100）との併記。
2）暫定値。

（出所）　Bangladesh Bank, Monthly Economic Trends，2014年12月より作成。

　 2 　産業別国内総生産（新基準年2005/06年度価格） （単位：10億タカ）
2010/11 2011/12 2012/13 2013/143）

農 林 水 産 業 1,112.6 1,146.1 1,174.4 1,213.7 
鉱 業 99.1 105.9 115.8 121.9 
製 造 業 1,096.5 1,205.7 1,329.9 1,445.4 
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 84.0 92.9 101.3 108.8 
建 設 業 412.4 447.1 483.1 524.4 
卸 売 ・ 小 売 業 866.5 924.6 981.7 1,046.3 
運 輸 ・ 貯 蔵 ・ 通 信 業 694.1 757.6 805.1 857.2 
金 融 184.6 211.8 231.1 252.2 
不 動 産 457.9 475.9 495.1 516.1 
行 政 ・ 国 防 205.5 221.0 235.4 252.0 
そ の 他 966.1 1,005.8 1,046.4 1,092.5 
国 内 総 生 産（GDP）1） 6,179.2 6,594.3 6,999.4 7,430.4 
Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％）2） 6.46 6.52 6.01 6.12 
（注）　 1）生産者価格。 2）市場価格。 3）暫定値。
（出所）　表 1に同じ。

　 3 　主要輸出品 （単位：100万ドル）
2010/11 2011/12 2012/13 2013/141）

原 料 ジ ュ ー ト 357.3 266.3 229.9 126.4
ジ ュ ー ト 製 品 757.7 701.1 800.7 698.1

茶 3.2 3.4 2.4 3.7
皮 革 297.8 330.2 399.7 505.5
冷 凍 エ ビ ・ 魚 611.4 579.7 512.9 602.6
布 帛 縫 製 品 8,432.4 9,603.3 11,039.9 12,442.1
ニ ッ ト 製 品 9,482.1 9,486.4 10,475.9 12,049.8
肥 料 39.6 17.6 0.0 0.0
テ リ ー タ オ ル 117.1 92.1 82.0 67.2
そ の 他 2,829.7 3,221.8 3,484.0 3,681.4
輸 出 合 計 22,928.2 24,301.9 27,027.4 30,176.8
（注）　 1）2013/14年度は暫定値。
（出所）　Bangladesh Bank, Bangladesh Bank Quarterly， 4～ 6月（2015年 3月26日取得）より作成。
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　 4 　国際収支 （単位：100万ドル） 
2007/08 2008/09 2009/10 2010/11 2011/12 2012/131）2013/141）

貿 易 収 支 -5,330 -4,710 -5,155 -9,935 -9,320 -7,009 -6,808
輸 出 14,151 15,581 16,233 22,592 23,989 26,567 29,765
輸 入 -19,481 -20,291 -21,388 -32,527 -33,309 -33,576 -36,571
サ ー ビ ス 収 支 -1,525 -1,616 -1,233 -2,612 -3,001 -3,162 -4,189
サ ー ビ ス 収 入 1,891 1,832 2,478 2,573 2,694 2,830 3,065
サ ー ビ ス 支 出 -3,416 -3,448 -3,711 -5,185 -5,695 -5,992 -7,154

所 得 収 支 -994 -1,484 -1,484 -1,454 -1,549 -2,369 -2,370
所 得 収 入 217 95 52 124 193 120 171
所 得 支 出 -1,211 -1,579 -1,536 -1,578 -1,742 -2,489 -2,541

経 常 移 転 収 支 8,529 10,226 11,407 12,315 13,423 14,928 14,912
政 府 部 門 127 72 127 103 106 97 79
民 間 部 門 8,402 10,154 11,280 12,212 13,317 14,831 14,833
（うち海外労働者送金） 7,915 9,689 10,987 11,513 12,734 14,338 14,115
経 常 収 支 680 2,416 3,535 -1,686 -447 2,388 1,547
資 本 勘 定 576 451 512 642 482 629 644
金 融 勘 定 -457 -825 -462 651 1,436 2,863 2,788
直 接 投 資 748 961 913 775 1,191 1,726 1,550
証 券 投 資 47 -159 72 109 240 368 825
そ の 他 投 資 -1,252 -1,627 -1,447 -233 5 769 413
誤 差 脱 漏 -468 16 2,145 -1,376 -977 -752 504
総 合 収 支 331 2,058 2,865 -656 494 5,128 5,483
（注）　 1） 暫定値。
（出所）　Bangladesh Bank, Bangladesh Bank Quarterly，2014年 4～ 6月より作成。

　 5　政府財政 （単位：1,000万タカ）
2012/13
当初予算

2012/13
修正予算

2012/13
決算

2013/14
当初予算

2013/14
修正予算

2014/15
当初予算

歳 入 ・ 外 国 贈 与 145,714 144,950 135,007 174,129 162,627 189,160 
税 収 116,824 116,824 107,452 141,219 130,178 155,292 
税 外 収 入 22,846 22,846 20,676 26,240 26,493 27,662 
外 国 贈 与 6,044 5,280 6,879 6,670 5,956 6,206 

歳 出 191,738 189,326 174,013 222,491 216,222 250,506 
経 常 支 出 111,675 110,627 104,318 134,449 134,907 154,241 
年 次 開 発 計 画（ADP） 55,000 52,366 49,474 65,870 60,000 80,315 
そ の 他 支 出 25,063 26,333 20,221 22,172 21,315 15,950 

財政収支（外国贈与を含む） -46,024 -44,376 -39,006 -48,362 -53,595 -61,346 
（財政赤字のGDP比％） （4.4） （4.2） （3.8） （4.0） （4.5） （4.5）

財政収支（外国贈与を含まず） -52,068 -49,656 -45,885 -55,032 -59,551 -67,552 
（財政赤字のGDP比％） （5.0） （4.8） （4.4） （4.6） （5.0） （5.0）

財 政 赤 字 補 填 46,024 44,376 39,005 48,362 53,595 61,346 
対 外 借 入 金 12,540 11,903 5,812 14,398 12,613 18,069 
国 内 銀 行 借 入 金 33,484 32,473 33,193 33,964 40,982 43,277 
（出所）　Ministry of Finance，Budget in Brief 2014/15より作成。
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